
１．はじめに
１．１ 問題と目的
１９９５年阪神・淡路大震災は我々に衝撃的な記憶

を残し，「防災」の重要性が訴えられた。そのため，
行政から住民レベルに至るまで多くの取り組みが
なされてきているが，人々の防災意識は，まだ決
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して十分高いとはいえないのが現状である。
２００６年，中央防災会議で「災害被害を軽減する国

民運動の推進に関する基本方針」が決定された１）。
それを受けて，国土交通省によるホームページ
「防災教育支援ページ」２）が立ち上げられるなど，
全国に防災意識を向上し，地域の防災活動を活性
化させるべく防災教育の重要性が発信されてい
る。また，全国で展開されている防災教育実施事
例の成果を有効に活用する場として，防災教育
チャレンジプラン３）や毎日新聞社によるぼうさい
甲子園４）などの防災教育活動支援もできつつあ
る。

現在，防災教育が全国各地で展開され，多くの
成果事例が報告されている。例えば，兵庫県の舞
子高校では阪神・淡路大震災の経験を活かし，地
域と連携した防災体験学習や被災者との対談や高
校生と小学生の合同防災学習などを実施している
（三浦，２００１；諏訪，２００６）５，６）。それによって，生
徒は自分の夢と防災を関連付けて考え，進路を選
んでいった生徒が多くいたことや，多数の生徒が
防災教育を通して防災の大切さに気づいたことな
どが報告されている（諏訪，２００６）６）。
また，静岡県南伊豆町は防災教育チャレンジプ

ラン３）において，小学生と地域住民が伊豆半島沖
地震の経験を基に，防災マップを作成するなどの
活動を行なっている７）。その成果として，子ども
たちの活動が地域や大人を巻き込む防災活動に発
展したこと，実践的な防災意識が高まったこと，
それから被災経験を聞くことで災害を現実的なも
のとして意識するようになったことなどの報告が
されている。
２００４年の豪雨・地震災害の被災地である新潟県

長岡市では，新潟県中越地震発生の半年後から長
岡市内の専門機関や自治体・商工会・市民等の働
きかけにより，防災安全士を育てるための中越市
民防災安全大学が２００６年に設立された（平井，
２００７）８）。人数制限はあるが，中越地方の高校生
以上の居住者であれば，受講料を払うことにより
誰でも学ぶことができるという仕組みになってい
る。２００６年度卒業生５７人のうち，NPO法人防災
士機構による防災士認証試験に４９名合格という実

績を残している。この大学の活動の中心である中
越防災安全推進機構理事の平井（２００７）によれば，
卒業生は地域貢献や自主活動，知識や技術の一層
の向上，卒業生相互の情報交換などへの意欲が非
常に高く，今後の活動にも期待できるとのことで
ある８）。これらの防災教育３-８）による成果は，教育
に携わった人たちの防災に関する意識や意欲が向
上したこと，さらに，その後の地域防災活動が活
性化されたことである。
しかし，なぜ，防災教育によって防災に関する

意識や意欲が高まったのか，どうして，地域防災
活動を活性化し，その活動を継続しているのかと
いう点についてはほとんど明らかにされていな
い。そこで，彼らが防災教育で学んだことを地域
防災活動として継続していくための要因を明確に
する必要がある。
筆者らは地域防災活動を活性化させるために地

域住民の共助に着目した防災教育を実施した。本
研究では，この防災教育に参加した住民を対象
に，彼らが防災教育実施後に地域防災活動継続意
図を促進させた要因を明確にすることを目的とし
ている。さらに，地域防災活動継続意図の規定因
を満たす住民の属性を検討し，今後の防災教育の
あり方について論じる。

１．２ 地域防災活動と地域コミュニティ力
共助に着目した防災教育の最終目的は，地域住

民が彼ら自身によって共助システムを確立し，い
ついかなるときに災害が生じても大丈夫なように
共助精神を継続させることであると考えている。
彼らには防災教育で学んだ共助精神や知識をもっ
て地域防災活動を継続し，災害時には躊躇なく地
域互助を実践してほしいと筆者は考える。
このような地域防災活動の実践には，住民同士

の日常からのつながり，つまりコミュニティ力が
関連している。倉田（１９９５）は地域コミュニティ
の度合いと阪神大震災への対応の関連を調査して
いる９）。その結果，過去１５年にわたったまちづく
り活動を継続していたというコミュニティ力の高
い兵庫県神戸市長田区真野地区（以下，真野地区）
住民には，震災時に共助精神のある対応がみられ
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たと指摘している９）。具体的には，震災で起きた
火災を住民が自力で鎮火させただけでなく，救援
物資を地区内で住民が管理し分配機構を整えた上
で平等に配分していたという（倉田，１９９５）９）。
災害前からの地域住民のコミュニティ力の高さ

が，災害時において共助力のある地域防災活動を
実施する要因となっていることが理解できる。共
助に着目した防災教育を実施した場合，住民が
元々持っている地域コミュニティ力の度合いが防
災教育実施後において地域防災活動の活性化に影
響を与える可能性がある。

１．３ 仮説と検証方法
筆者らは，真野地区の地域コミュニティと実践

された地域防災活動の関連を元に，住民の地域コ
ミュニティの度合いが地域防災活動継続意図を規
定していると仮定した。
倉田（１９９５）は，真野地区で防災活動が実践さ

れた要因を，住民が１５年以上にわたる自力のまち
づくりの継続によって町への愛着心を深め，住民
の協力の仕方を身につけ，自己犠牲の精神を習得
したからに他ならないと述べている９）。また，こ
れを真の意味で「コミュニティ」に成熟している
と指摘している（倉田，１９９５）９）。このような真野
地区のコミュニティの特徴から，本研究における
地域コミュニティを，倉田（１９９５）９）の指摘した①
地域への愛着心，②地域に対する自己犠牲の精

神，であると定義する。そして，筆者らが実施し
た防災教育において，参加住民の地域に対する愛
着心や自己犠牲の精神が，防災意識を向上させる
規定因となり，さらに地域防災活動継続意図の規
定因となる仮説モデルをたて，共分散構造分析に
よりそのモデルが成り立つか否か検証する。仮説
モデルを図１に示す。さらに，そのモデル結果か
ら，一元配置分散分析により地域防災活動継続意
図の規定因を満たす住民の属性を検討する。

２．方法
２．１ 調査対象地域の選定
本調査では，愛媛県新居浜市多喜浜地区（以下，

多喜浜地区）を対象とした。新居浜市では，梅雨
時期から台風シーズンの６月から１０月に，豪雨お
よび台風による年間降水量のほとんどを占める降
雨がある。１９７６年，１９８７年，１９９９年そして２００４年
には甚大な被害を記録する水害が発生している１０）。
中でも，多喜浜地区は地形地質的に見て極めて

豪雨災害に弱い地区であり，防災教育の必要性が
高い。多喜浜地区の小地区である阿島では，１９８０
年代にゴルフ場開発が一時中断された時期があ
り，その際，開発中断箇所の水害による土砂災害
発生を危惧した住民活動が行なわれたという記録
がある（生野，２００４）１１）。また，多喜浜地区連合自
治会長により「阿島の自然と環境を考える会」が
発足するなど，多喜浜地区では，真野地区のよう
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図１ 仮説モデル
地域コミュニティに対する意識が防災意識の向上を規定し，防災活動意
図を規定すると仮定したモデル図
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な住民活動が長年実施されている。そのため，多
喜浜地区住民を対象に防災教育を実施すること
で，住民の地域コミュニティと地域防災活動継続
意図の関連を検証しやすいと判断した。

２．２ 防災教育実施概要
真野地区では，地域コミュニティを小学校区レ

ベルで形成し，コミュニティを統合していた（今
野，１９９７）１２）。そこで，筆者らは防災教育を校区
単位で実施できるような仕組みを構築した。
まず，防災教育を通して，「災害に強い安全・安

心なまちづくり」を推進し，その成果を広く普及
することを目的とした協議会組織を設立した。協
議会メンバーは大学等専門機関，および自治会，
消防団等地域の防災に携わる地域住民団体で組織
されている。この協議会の中心的役割は教育委員
会が担い，教育長が各小・中学校に防災教育主任
を任命するとともに，校区レベルで子どもから大
人までに及ぶ地域の共助に着目した防災教育を学
校が主体となって実施するように指示した。
調査対象地区である多喜浜地区では，多喜浜校区

住民が将来地域を担う大人となる子供たちと一緒に
共助力を育むことを目的とした防災教育が企画され
た。具体的には，多喜浜小学校児童と地域住民が一
体となって多喜浜地区の防災マップづくりに取り組
む「防災まちあるき」，２００４年台風災害の被害調査，
被害を受けた住民へのヒアリング，地域全戸へのア
ンケート調査，防災ワークショップの実施，防災
マップ作りならびに防災啓発パンフレット作成と配
布，最終報告会などが実施された。

２．３ 調査対象者
本調査では，新居浜市多喜浜地区における防災

まちあるきの最終報告会に参加した住民を対象と
した。参加者は児童２６名，地域住民８８名（PTA含
む），行政等専門機関２０名，学校教員１５名の計１４９
名であった。調査対象は，PTAを含む地域住民で
ある。

２．４ 調査手続き
対象者である地域住民の地域コミュニティに対

する意識の度合い，防災意識，防災活動継続意図
を把握するため，アンケート調査を実施した。ア
ンケートは，防災教育の最終報告会終了後に配布
し，報告会の会場内で記入してもらい，即日回収
とした。

２．５ アンケートの構成
（１）回答者の属性
性別，年齢，防災教育への参加理由，２００４年台

風災害の被災有無，祭りへの参加の有無を問う項
目を採択した。新居浜市では秋祭りとして新居浜
太鼓祭りと称する全国的に有名な祭りが開催され
る１３）。この祭りは新居浜市内の小地区レベルで参
加するため，地区レベルでのコミュニティを育む
行事のひとつであると判断し，属性項目に祭りへ
の参加の有無を加えた。

（２）地域コミュニティに対する意識の度合い
地域コミュニティに対する意識とは，住民が信

頼感や連帯感に基づく人間関係を基本として，地
域の問題に取り組んでいこうとする意識や態度の
ことである。この度合いを測定するため，田中
（１９９４）１４）による地域社会への態度尺度を用いた。
これは「積極性－消極性尺度」と「協同志向－個
別志向尺度」の下位尺度から構成されている。「積
極性－消極性尺度」は「町内会での発言は，あと
でいろいろ言われやすいのでなるべく発言したく
ない」等，地域に対する自己犠牲の精神を尋ねる
項目群で構成されている。「協同志向－個別志向尺
度」は「いま住んでいる地域に，誇りとか愛着の
ようなものを感じている」等，地域に対する愛着
心を尋ねる項目群で構成されている。
回答方法は，「１．そうは思わない，２．どちらか

といえばそうは思わない，３．どちらともいえな
い，４．どちらかといえばそう思う，５．そう思
う」の５件法を採択した。

（３）防災意識と防災活動継続意図
防災意識と防災活動継続意図は，松本･他

（２００７）１５）による防災意識尺度７項目の内，地域の
防災活動に関する意識を尋ねる項目，「防災に関す

３２２



自然災害科学 J.JSNDS27-3（2008）

る講習会に参加している」，「地域の防災訓練に参
加している」などの項目の語尾を「～したい」に
変え，今後も活動していきたいという活動継続意
図を含む防災意識の度合いを尋ねる項目を作成し
た。これらに加え，新たに「防災活動は地域が協
力して行なうべきだと思う」，「学校や，地域，市
などとの防災に関する情報交換は必要だと思う」
などの地域コミュニティによる防災活動の必要性
などの考えを含んだ９項目を追加した。
回答方法は，「１．全くそう思わない，２．あまり

そう思わない，３．どちらでもない，４．ややそう
思う，５．かなりそう思う」の５件法を採択した。

３．結果
３．１ 回答者の属性（表１参照）
回答者は，防災まちあるき最終発表会に参加し

た地域住民８８名（有効回答６６名）であった。未記
入は欠損値として処理した。性別は，男性
４７．０％，女性５３．０％であり，ほぼ均等な人数比で
あった。年齢は，２０～３９歳が２１．２％，４０～５９歳が
４３．９％，６０歳以上が３４．９％であった。また，防災
教育への参加理由では，仕事（協議会メンバー：
自治会役員，消防団等）：２４．２％，自主的：３９．４％，
誘われた：２５．８％，その他（子どもが発表するか
ら等）：１０．６％となり，自分の意志で参加した住民
が全体の約４割を占めた。「平成１６年災害で被害に

あいましたか？」の質問に対し，いいえ：５０．０％，
はい：５０．０％であり半数が被災経験のある住民で
あった。「祭りには毎年参加しますか？」の質問に
対し，いいえ：３７．９％，はい：５６．１％，無回答：
６．１％であった。

３．２ 因子分析と尺度の信頼性
地域コミュニティに対する意識の度合い，防災

意識，防災活動継続意図の各項目の構造を検討す
るため，因子分析（バリマックス回転）を行った。
固有値が１以上の因子を採択し，因子負荷量が
０．４０以下の項目を削除し，再分析した。また，尺
度の信頼性の検討には，Cronbachのα係数を用
いている。

（１）地域コミュニティ（表２，表３参照）
因子負荷量が０．４０以下であった１５番目の項目

「学校の整備や遊び場の確保などについては，市
当局のほうでうまくやってくれるだろうと信頼し
ている」を削除し，再分析をした結果，地域コ
ミュニティ積極資質と地域コミュニティ消極資質
の２因子構造が確認された。Cronbachのα係数
は，それぞれ０．８３，０．６７であった。

（２）防災意識と防災活動継続意図（表４，表５
参照）

因子分析の結果，防災活動に対する意識と地域
防災活動継続意図の２因子構造が確認された。
Cronbachのα係数は，０．９８，０．９５であった。

３２３

表１ 回答者の属性

N（％）属性
３１（４７．０）男性性別
３５（５３．０）女性

１４（２１．２）２０-３９年齢（層）
２９（４３．９）４０-５９
２３（３４．９）６０-

１６（２４．２）仕事で参加理由
２６（３９．４）自主的に
１７（２５．８）誘われて
７（１０．６）その他

３３（５０．０）経験なし被災経験（H１６年台風）
３３（５０．０）経験あり

２５（３７．９）参加しない毎年の祭りに参加しているかどうか
３７（５６．１）参加する
４（６．１）欠損値

表２ 地域コミュニティに対する意識の因子分
析結果１：説明された分散の合計

回転後の負荷量平方和初期の固有値
因子

累積％分散の％合計累積％分散の％合計
２９．７２９．７２．６７３４．４３４．４３．０９１
４７．０１７．３１．５５５７．７２３．３２．１０２

６７．９１０．２０．９２３
７６．８９．００．８１４
８３．８７．００．６３５
８９．５５．７０．５１６
９３．９４．３０．３９７
９７．５３．７０．３３８
１００．０２．５０．２２９
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３．３ 尺度得点の相関と平均値
それぞれの因子として認められた複数の質問項

目を単純加算し，ひとつの合成変数とした。その
上で，それぞれの相関関係を調べた。
各合成変数の相関係数と最小値，最大値，平均

値，標準偏差を表６に示す。防災活動に対する意
識の平均値は４５．８（SD＝７．３８）であり，全体的に
高い。地域防災活動継続意図も平均値８．８（SD＝
１．６４）であり，参加者の防災に対し関心が高いも
のであることが示唆された。地域コミュニティ積
極資質は平均値１８．２（SD＝４．０４），消極資質は
８．０（SD＝２．９６）であった。防災活動に対する意識
と地域防災活動継続意図には高い正の相関があり，
防災活動に対する意識と地域コミュニティ積極資
質にも同じく正の相関が見られた（p＜．０１）。

３．４ 共分散構造分析
因子分析で抽出された尺度を観測変数とし，仮

説モデルをたて，共分散構造分析を行なった。
共分散構造分析では，検証モデルの適合指標と

して乖離度（カイ自乗値），GFI（goodnessoffit
index），AGFI（修正済みGFI），RMSEA（平均二

乗誤差平方根），AIC（赤池情報量基準）を用いる
のが一般的である。乖離度は有意確率が０．０５以上
であれば，そのモデルは変数因子の合計と一致し
ていると判断するのが通常である。GFIは０～１
の範囲を示し，モデルが変数因子の合計に完全に
適合している場合は値が１となり，適合が悪いほ
どその値は０に近づく。AGFIはGFIの修正値で
あり，GFIと同様に０～１の範囲であり，モデル
が適合しているほど１に近づく。GFIとAGFIは

３２４

表３ 地域コミュニティに対する意識の因子分析結果２（最尤法・バリマックス回転）

因子負荷量
項 目No． 地域コミュニティ

消極資質
地域コミュニティ

積極資質
．１０２．８７９近所に１人暮らしの高齢者がいたら，その高齢者のために日常生活の世話を

してあげたい
２０

－．０９１．８０８地域の皆と何かをすることで，自分の生活の豊かさを求めたい２１

．０１９．７５１地域の生活環境をよくするための公共施設の建設計画がある場合，自分の所
有地や建物の供出にはできるだけ協力したい

１９

－．１２３．６４９今住んでいる地域に，誇りとか愛着のようなものを感じている２２

．０５９．４１４町内会（自治会）の世話をしてくれと頼まれたら引き受けても良いと思う１８

．８３１．１７６自分の住んでいる地域で，公害反対運動が起きてもそれに関わりたくない１６

．６８２．０２２この地区をよくするための活動は，地元の熱心な人たちに任せておけばよい１４

．４２８．００８町内会（自治会）での発言は，あとでいろいろ言われやすいのでなるべく発
言したくない

１３

．４１９－．２４６近所の顔見知りの人とは親しくしたいが，知らない人とはそれほど親しくな
りたいとは思わない

１７

１．５５２．６７固有値

１７．３２９．７寄与率（％）

４７．０２９．７累積寄与率（％）
．６７．８３α係数

表４ 防災意識と防災活動意図の因子分析結果１：
説明された分散の合計

回転後の負荷量平方和初期の固有値
因子

累積％分散の％合計累積％分散の％合計
５６．６５６．６６．７９７５．７７５．７９．０８１
８３．７２７．１３．２５８５．７１０．１１．２１２

８８．９３．２０．３８３
９１．３２．３０．２８４
９３．５２．２０．２７５
９５．３１．８０．２２６
９６．６１．３０．１６７
９７．７１．００．１３８
９８．５０．９０．１０９
９９．２０．６０．０７１０
９９．７０．５０．０６１１
１００．００．３０．０４１２
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共に０．９を超えるとモデル適合性があると解釈す
るのが一般的とされている。RMSEAは値が０．０５
未満の場合は，モデルの適合度が良いと判断する
のが通常である。値が０．１以上の場合は適合度が
悪いため，モデルとしては一般的に採択しない。
AICはいくつかのモデルを比較検討する場合に用
い，値が小さいほどモデルが優れていると解釈す
るのが一般的とされている。そこで，本研究でも
この解釈に基づいて，モデルの適合度を判断し
た。
その結果，最終モデルでは４つの潜在変数が得

られた。それぞれの潜在変数は定義された観測変
数の特性から構成されていた。そのため，それぞ
れの潜在変数を防災活動に対する意識，地域防災

活動継続意図，地域コミュニティ積極資質，地域
コミュニティ消極資質と命名し，４つの潜在変数
の理論的整合性から構成される仮説モデルを設定
した。
モデルの適合度指標は，カイ自乗値が２３．９３，
GFIが０．９３，AGFIが０．８９であった。GFIは０．９
以上，AGFIは０．９に近い値であり，このモデル
は適合度が高いモデルであると判断できる。ま
た，全てのパスは有意であった（p＜．０５）。モデ
ルの最終結果を図２に示す。
地域コミュニティ積極資質には，項目１９「地域

の生活環境を良くするための公共施設の建設計画
がある場合，自分の所有地や建物の供出にはでき
るだけ協力したい」，２１「地域の皆と何かをする

３２５

表５ 防災意識と防災活動意図の因子分析結果2（最尤法・バリマックス回転）

因子負荷量
項 目No． 地域防災活

動継続意図
防災活動に
対する意識

．３７４．８５７防災教育は学校や地域が協力して行なうべきだと思う８

．３５３．８５１防災活動は地域が協力して行なうべきだと思う１

．４０２．８４８学校や地域，市などとの防災に関する情報交換は必要だと思う６

．３７２．８２４子どもとの交流は子どもを守る上で必要だと思う９

．４８６．８１９地域住民に対する防災教育は必要だと思う７

．３９９．８１０子どもに対する防災教育は必要だと思う４

．３９８．７９９地域を守るのは地域住民として当たり前だと思う２

．５１６．７７８日頃からの地域交流は防災活動に役立つと思う１０

．３７２．７４５防災の講習会は必要だと思う５

．４６６．６８２日頃から防災のために地域パトロールを行なう方が良いと思う３

．９２３．３８２地域防災を率先して行なっていきたい１１

．８１３．４４１地域の防災訓練に参加していきたい１２

３．２５６．７９固有値

２７．１５６．６寄与率（％）

８３．７５６．６累積寄与率（％）

．９５．９８α係数

表６ 尺度得点間の相関係数と最小値，最大値，平均値および標準偏差

４３２１平均値（SD）最大値最小値
１４５．８（７．３８）５０．０１０．０防災活動に対する意識

地域防災活動継続意図
１

１．８２***８．８（１．６４）１０．０２．０２
１．５７***．４６***１８．２（４．０４）２５．０５．０地域コミュニティ積極資質３

１－．０１－．１９－．０９８．０（２．９６）２０．０４．０地域コミュニティ消極資質４
SD：標準偏差
***p＜．０１
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ことで，自分の生活の豊かさを求めたい」，１８「自
治会の世話をしてくれと頼まれたら，引き受けて
もよいと思う」の３項目が採択された。潜在変数か
ら各項目への標準回帰係数は，０．７７，０．７６，０．５１
であった。
地域コミュニティ消極資質には，項目１３「自治会

での発言は，あとでいろいろ言われやすいのでな
るべく発言したくない」，１４「この地区をよくする
ための活動は地元の熱心な人たちに任せておけば
よい」の２項目が採択された。潜在変数から各項目
への標準回帰係数は，０．５０，０．４８であった。
防災活動に対する意識には，項目８「防災教育は

学校や地域が協力して行なうべきだと思う」，９「子
どもとの交流は子どもを守る上で必要だと思う」，
４「子どもに対する防災教育は必要だと思う」，１

「防災活動は地域が協力して行なうべきだと思う」
の４項目が採択された。潜在変数から各項目への
標準回帰係数は，０．９５，０．９４，０．９１，０．８９であっ
た。
地域防災活動継続意図には，項目１１「地域防災を

率先して行なっていきたい」，１２「地域の防災訓練
に参加していきたい」の２項目が採択された。潜在
変数から各項目への標準回帰係数は，０．９６，０．９５
であった。

３．５ 変数間関係
潜在変数間のすべてのパスが有意であったた

め，すべての関係に影響関係があると判断した。
また，パスは標準化された標準回帰係数で表して
いるため，それぞれの数値は変数間関係の大きさ
を示しており，影響の度合いを比較できる。
変数間の関連をみると，地域コミュニティ積極

資質が防災活動に対する意識に影響し（ ．４６），防
災活動に対する意識が地域防災活動継続意図に影
響（ ．６８）していることがわかった。標準回帰係
数が正の値であるため，地域コミュニティ積極資
質が高いほど防災活動に対する意識が高まり，地
域防災活動を継続していこうという意図が強まる
と解釈できる。
また，地域コミュニティ積極資質は地域防災活

動継続意図に影響（ ．２６）していることもわかっ
た。標準回帰係数によると，地域コミュニティ積
極資質が高いだけの人たちよりも，積極資質に加
え防災活動に対する意識が高まった人たちの方
が，活動継続意図が高まりやすいと理解できる。
しかし，防災活動に対する意識が低くても，本来
地域コミュニティ積極資質の高い人たちは地域防
災活動継続意図が高まりやすいということも解釈
できる。

３２６

図２ 共分散構造分析結果：最終モデル
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一方，地域コミュニティ消極資質も地域防災活
動継続意図に影響していた（－．３２）。標準回帰係
数が負の値であるため，地域コミュニティ消極性
が低いほど，地域防災活動継続意図が高まると解
釈できる。
これらの結果より，地域防災活動継続意図に影

響を与えるものは，地域コミュニティの積極度で
あることが明らかになった。

３．６ 地域コミュニティの積極資質が高い住民
と地域コミュニティの消極資質が低い住
民の検討

地域コミュニティ積極資質が高い住民もしくは
地域コミュニティ消極資質が低い住民が地域防災
に継続して活動することがモデルによって明らか
になった。そこで，どのような住民が地域コミュ
ニティ積極資質を持ち合わせているのかについて
検討した。地域コミュニティ積極資質および地域
コミュニティ消極資質の尺度得点を従属変数，性
別，年齢層別，平成１６年災害の被災有無，毎年の
祭りへの参加の有無，を独立変数とし，一元配置
分散分析を行なった。多重比較にはTukeyを用い
た（表７参照）。

（１）地域コミュニティ積極資質が高い住民
年齢層別で，地域コミュニティ積極資質に差が

あり（F（２，６３）＝５．９４，p＜．０５），多重比較をす
ると，参加者の中間年齢層（４０～５９歳）と６０歳以

上に有意差が確認された。６０歳以上の住民の方が
中間年齢層と比較して地域コミュニティ積極資質
が高いことが示唆された。

（２）地域コミュニティ消極資質が低い住民
毎年の祭りに参加をする住民と参加しない住民

に有意な傾向が確認された。祭りに参加をする住
民の方が，地域コミュニティ消極資質が低い傾向
（F（１，６０）＝３．６４，p＜．１０）が示される可能性が
あることがわかった。

４．考察
本研究では，防災教育参加者の地域に対する愛

着心や自己犠牲の精神が，防災意識を向上させる
規定因となり，さらに地域防災活動継続意図の規
定因となるか否かを共分散構造分析により検討し
た。
対象とした防災教育参加者は，計６６名であっ

た。対象者の男女比はおおよそ１対１，年齢層は
ほぼ均等で，対象者として著しい偏りのない母集
団であった。
分析で用いたアンケート項目は因子分析の結

果，「地域コミュニティ積極資質」，「地域コミュニ
ティ消極資質」，「防災活動に対する意識」，「地域
防災活動継続意図」の４因子が確定し，この４因
子の尺度得点の相関を元に仮説モデルを作成し，
モデル検証を行なった。その結果，共分散構造分
析では，地域への愛着心として考えていた項目

３２７

表７ 地域コミュニティ資質に関する一元配置分析結果

地域コミュニティ消極資質地域コミュニティ積極資質
PFSD多重分析平均値PFSD多重分析平均値
NS１．９７２．７８７．５NS０．０４３．７５１８．２男性別

３．０１８．５４．２９１８．０女

NS０．７５２．５８８．８**５．９４３．１９１７．３２０-３９年齢（層）
２．８１８．０３．６６１６．８４０-５９
３．２１７．６４．０３２０．４６０-

NS０．１２２．８４８．２NS１．９９３．４７１７．４被災しなかったH１６年水害被災経験
３．０４７．９４．４０１８．８被災した

*３．６４２．７０８．８NS０．３０２．６８１７．７参加しない毎年の祭りへの参加状況
２．８８７．４４．７２１８．３参加する

NS：有意差なし
**p＜．０５，*p＜．１０

NS NS

**

NS NS

NS
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「いま住んでいる地域に，誇りとか愛着のような
ものを感じている」はモデル内で削除され，仮説
とは異なる地域防災活動継続意図のモデルが構築
された。具体的には，「地域のみんなと何かをする
ことで，自分の生活の豊かさを求めたい」という
地域コミュニティを求めている住民は，地域住民
の中でも防災教育の効果が反映されやすく，とく
に「防災教育はみんなと協力してやるべきである」
という意識が芽生えていることがわかった。ま
た，そのような人々は，この防災教育を機会に，
「今後も地域防災を率先して行ないたい」という活
動意図を示していることも明らかになった。
平成１９年版国民生活白書１６）では，「つながりが築

く豊かな国民生活」と題し，「家族」，「地域」，「職
場」という人々の人生の中で継続的な関係が求め
られる３つのつながりについて重点的に調査を行
なっている。その結果，地域や職場共に，何かに
つけて相談するような「全面的」な付き合いを望
む人の割合は低下傾向を示し，必要があれば気軽
に話し合うような「部分的」な付き合いや，必要
最低限の「形式的」な付き合いを望む人の割合が
高まる傾向があることが明らかになっている。し
かし，同時に人々の生活満足度は精神的安らぎな
どの心の豊かさに左右され，人とつながりの深い
人のほうが，心が豊かになり精神的安らぎを得，
生活満足度も高くなっているとも提示している。
つまり，現在の人々の傾向として，心では人との
つながりを求めながらも，実際には「形式的」な
人付き合いしかしていないと考えることができ
る。
今回得られた地域防災活動継続意図モデル結果

は，この傾向を的確に捉えている。防災教育は住
民にとって，今まで「形式的」な付き合いしかで
きていなかった人々とつながりを深める一つの機
会であり，実際に参加することで，「自分自身の生
活の豊かさをも満たしたい」という思いがあった
ものと解釈できる。現在，家族，地域，人間関係
すべてにおいてコミュニティの希薄化があるとい
われているが，それは，コミュニティを持ちたく
ないという意志の表れではなく，コミュニケー
ション方法がわからないがために生じるものでは

ないかと筆者らは考える。事実として人々は「心
の豊かさ」，「精神的やすらぎ」を人とのつながり
で求めている。そして，このような精神を持ち合
わせる人たちが，地域の防災活動を継続したいと
考えることを今回のモデルにより明確化できた。
さらに一元配置分散分析により，地域防災活動

継続意図の規定因を満たす住民の属性を検討し
た。６０歳以上の住民または，毎年の祭りなどの地
域のイベントに参加する人がこの条件に適合する
ことがわかった。６０歳以上の住民は，現在の「形
式的」な人間関係の前に，人々が助け合う「全面
的」なつながりの時代を経験してきた人たちと思
われる。この経験により，他の年齢層と比較する
と，今回の結果を顕著に反映したものと考える。
一方，「祭り」は地域の伝統行事であり，コミュ

ニティの希薄化が指摘される現在でも残る「地域
コミュニティの場」である。前述した「心の豊か
さ」を求めた人とのつきあいを構築できる一つの
機会がこの「祭り」であると捉えると，今回の防
災教育も「祭り」と同じような，つきあいを構築
するきっかけとなったと想定できる。

５．地域防災教育の今後の展開
モデル結果から，「祭り」に参加するような人や，

人とのつながりで自己の心の豊かさを満たしたい
と思う住民を対象に防災教育を実施すると，地域
の防災活動を継続させることが可能であることが
提示された。つまり，今後の地域防災教育は，伝
統的な「祭り」が住民の参加によって盛んに実施
されている地域では，効果を得やすい可能性があ
る。しかしながら，日本全国あらゆる地域で「祭
り」が盛んな訳ではない。そこで，前述のように
「祭り」を「地域コミュニティの場」として捉え，今
後の地域防災教育のあり方について検討する。
今回の防災教育は，小学校区レベルで小学校の

企画により実施したものであった。地域住民には
子どもに防災に関わる様々な術を教える立場，つ
まり学校教諭と同等の役割を与え，協議会メン
バーである専門機関が学校教諭や地域住民をサ
ポートするという役割を担った。防災教育におけ
るすべての主人公を子どもと地域住民とし，地域
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の中心である小学校を紐帯とした。
実践は地域が考え行動する形式を徹底し，協議

会メンバーの専門家として地域の消防団，民生委
員，公民館長，自治会等，地域住民の一員をあえ
て地域のリーダー的専門家の１人であるとしてメ
ンバーに加えた。大学や整備局などの専門機関は
従来の防災教育とは異なり，住民である専門家た
ちに地域のことについて教わりながら，防災教育
に参加した。松本・他（２００７）によると，このよ
うな子どもと行なう防災教育は地域住民にとって
有意義であり，地域防災に対する使命感も生じや
すいと指摘している１７）。また，同時に，「祭り」に
よく参加する人のほうが，この防災教育の実施方
法に関心をもっていたとも述べている（松本・他，
２００７）１７）。

このように，地域住民や子どもが一緒に参加で
きる防災教育は，「祭り」と同じ資質を持っている
とも考えられる。「祭り」は地域の伝統を地域住民
の大人が子どもに伝えていく。そして地域で守っ
ていくものである。一方，今回の防災教育も地域
の大人が災害の経験から学んだことや地域の特徴
を子どもに伝え，そして一緒に地域を守ってい
く。今後の地域防災活動の活性化には，「祭り」と
同じ性質をもつ「地域コミュニティの場」を含ん
だ防災教育を提供することも重要である。

６．結論
地域の防災力向上のために，防災教育が効果的

手法であることは言うまでもない。しかし，これ
までの防災教育に関する研究では，防災活動を地
域住民が継続する要因についてはほとんど明らか
にされていなかった。
本研究では，地域住民が防災教育で学んだこと

を理解し，今後の防災活動を継続するための住民
要因を明確にすることを目的とし，平成１６年台風
災害経験のある新居浜市多喜浜地区住民を対象に
アンケート調査を実施し，共分散構造分析により
地域防災活動継続意図の規定因の解明を試みた。
その結果，以下の２点が明らかになった。
１）防災活動を継続させる要因のひとつとして，

住民の「地域のみんなと何かをすることで，

自分の生活の豊かさを求めたい」という意識
が挙げられる。

２）上記１）の結果を反映する住民の多くは地域
行事である「祭り」に毎年参加する傾向があ
ることが明らかになった。

これらのことから，地域防災活動を地域住民が
自ら継続させるには，「祭り」と同様の性質のよう
な地域の大人が子どもに伝えるという形式をもっ
た防災教育を提供していくことが重要であり，大
学等専門機関－小学校（地区）－地域住民の連携を
意識した防災教育の実施手法の提供が今後の重要
課題である。
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